
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

1,489,230 1,561,815 1,620,352 1,515,310 1,586,088

-120 - 21,756 -7,700 －

- - - - －

1,489,110 1,561,815 1,642,108 1,507,610 1,586,088

1,418,183 1,472,538 1,561,905 1,457,079

95.2% 94.3% 95.1% 96.6%

基準値 目標値

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

96.1% 95.6% 97.6% 96.8% 97.4% 90%以上

90%以上 90%以上 90%以上 90%以上 90%以上

基準値 目標値

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

92.2% 90.5% 93.6% 94.5% 93.8% 90%以上

90%以上 90%以上 90%以上 90%以上 90%以上

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 －

－ 1,075,021 1,141,006 1,130,234 1,109,454 1,06,7210 －

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 －

－ 236,993 247,302 246,907 256,343 254,719 －

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 －

－ 7,592 7,778 7,692 9,590 10,363 －

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 －

－ 8,457 7,821 6,390 6,510 6,047 －

施策の概要
労働関係に関する事項についての個々の労働者と事業主との間の紛争（以下「個別労働紛争」という。）を実情
に即して迅速かつ適正に解決するため、総合的な個別労働関係紛争解決システムの整備を図ります。

モニタリング結果報告書

（厚生労働省24（Ⅲ－７－１））

施策目標名 個別労働紛争の解決の促進を図ること

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関

連計画等）

　近年、労働組合組織率の低下、企業の人事管理の個別化、長期安定雇用の縮小などに伴い、解雇や労働条
件の引下げ、いじめ・嫌がらせなどをめぐる個別労働紛争が増加しています。民事紛争の解決は最終的には司
法の役割ですが、金銭的・時間的にゆとりの乏しい労働者にとっては依然高いハードルがあることは否めない
ため、司法との役割分担の下で、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律に基づき、「行政として可能な
範囲で、信頼できる、簡易・迅速な紛争解決機能を無料で提供すること」を目的として事業を行っています。
　都道府県においては、自治事務として、労働相談及び個別労働紛争のあっせん（あっせんは三者構成の都道
府県労働委員会を活用）を行っており、国と都道府県のそれぞれに特徴がある複線型の仕組みとなっていま
す。

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
一般会計（項）個別労働紛争対策費　[平成25年度予算額：76,669千円]
労働保険特別会計労災勘定（項）個別労働紛争対策費（全部）　[平成25年度予算額：754,713千円]
労働保険特別会計雇用勘定（項）個別労働紛争対策費（全部）　[平成24年度予算額：754,706千円]

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法
の運営費交付金は含まな

い。

区分 26年度要求額

予算の
状況
（千円）

当初予算（a） 1,575,806

補正予算（b）

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c） 1,575,806

執行額（千円、d）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等

のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

- - -

測定指標

指標１
助言・指導手続終了件数に占める
処理期間１ヶ月以内のものの割合

実績値

年度ごとの目標値

指標２
あっせん手続終了件数に占める
処理期間２ヶ月以内のものの割合

実績値

年度ごとの目標値

【参考】指標3
総合労働相談件数

実績値

【参考】指標4
民事上の個別労働紛争相談件数

実績値

【参考】指標5
助言・指導申出受付件数

実績値

【参考】指標6
あっせん申請受理件数

実績値



参考・関連資料等

関連法令（右記検索サイトから検索できます）　URL：http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO112.html
個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の概要　URL：
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/chihou/kaiketu/index.html
平成24年度個別労働紛争解決制度施行状況　URL：
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r985200000339uj.html
平成24年行政事業レビューシート　URL：
http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/gyousei_review_sheet/2012/h23_pdf/0686.pdf

担当部局名 大臣官房地方課 作成責任者名
労働紛争処理業務室長

宿里　明弘
政策評価実施時期 平成25年8月


